
宇宙開発戦略推進事務局

我が国における
ロケットの射場・宇宙港の取組について

内閣府宇宙開発戦略推進事務局
2026年7月1日
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宇宙輸送に係る動向について
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2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

：米国 ：中国
：ロシア
：フランス
：インド
：日本
：その他

：米国の内、SpaceX
(Falcon 9等)

米国

米国の内、
SpaceX
（Falcon9等）
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※内閣府宇宙開発戦略推進事務局の調べ（軌道投入用ロケットの打上げ成功のみカウント）

ロケット打上げ数の推移



※JAXA情報及び報道発表資料に基づき内閣府が作成。打上げ数の中に打上げ失敗と軌道投入失敗は含んでいない。

過去10年間の人工衛星等の打上げ数の推移
 2025年に軌道上に打ち上げられた人工衛星等の機数は4,517機。過去10年間で約20倍に増加。
増加の中心を占めるのは米国であり、そのうちStarlinkは2019年～2025年の7年間で10,677機を
打上げ。
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人工衛星等の打上げ数の推移（2016年-2025年）
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国内外の主要なロケット

2025年5月時点の各社公表情報及び報道を元に内閣府が作成。打上げ能力は代表値を掲載。
画像出典は各社HP、How Chang Zheng 9 arrived at the "Starship-like" design - NASASpaceFlight.com

静止遷移軌道
6.5トン以上

輸送能力
（目安） 低軌道へ数百キロ～2トン程度 低軌道へ10トン程度以上

静止遷移軌道※へ5トン程度以上
低軌道へ70トン程度以上
月以遠への大量輸送

超大型ロケット小型ロケット

 低軌道への小型衛星の輸送が主目的
 米、中、日、欧を中心に、民間企業に
よるロケット開発が活発化

大型ロケット

 大型衛星や衛星コンステレーション
構築向けの輸送が主目的

 米、中、露、日、欧が自国の大型ロ
ケットを開発・運用中

 月以遠への大量輸送が主目的
 月面・月近傍拠点の建設を目指
す米、中がロケットを開発中

主な
特徴

分類 中型ロケット

低軌道へ
2トン程度以上

中型衛星や
複数の小型衛星
の輸送が主目的

低軌道
22.8トン

低軌道
1.4トン以上

低軌道
150トン低軌道

0.3トン
低軌道
8.3トン

低軌道
24.6トン

低軌道
21.6トン

低軌道
45トン

低軌道
3.3トン

100m

75m

50m

25m

125m

※静止遷移軌道： 人工衛星を静止軌道に投入するための軌道

低軌道
13トン

低軌道
3.8トン

低軌道
11.5トン
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https://www.nasaspaceflight.com/2023/04/cz-9-update/
https://www.nasaspaceflight.com/2023/04/cz-9-update/
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⑤PDエアロスぺ―ス ⑥AstroX

No. 企業名（設立年、従業員数、主要株主等） ロケット名称 打上げ能力 実用化予定年 射場 その他
1 スペースワン（2018年）

（従業員数：不開示、代表取締役社
長：豊田正和、キヤノン電子、IHIエアロス
ペース、清水建設等）

カイロス
(現行型)

150kg
(太陽同期軌道) 初号機及び２

号機を2024年
に打上げ実施

和歌山県
串本町

• 2024年3月に初号機、12月に2号機、2026年3月に3号機の
打上げを実施

• 自社保有のロケット発射場からの打上げを行うカイロス
(増強型)

250kg
(太陽同期軌道)

2 インターステラテクノロジズ（2013年）
（347名(業務委託・派遣含む)、代表取締役
CEO：稲川貴大、ウーブン・バイ・トヨタ、丸紅、三井住
友銀行、野村不動産、NTTドコモ、SBIグループ、宇宙
フロンティア2号ファンド、B Dash Ventures、ジャパ
ネットホールディングス、SMBC Edge等）

MOMO 30kg (弾道飛行) 2017年～

北海道大樹町

• 観測ロケット。7機の打上げ実績を有する

ZERO ～1000kg  (低軌
道) 2026年度以降 • 小型衛星打上げ用ロケット。初号機打上げに向けて開発中。

DECA 10トン  (低軌道) 2030年代 • 再使用型ロケット（構想段階）

3 本田技術研究所 未定 サブオービタル
軌道への到達 2029年 未定 我が国の民間企業としては初となる再使用型ロケットの離着陸実

験に成功。 (於：北海道大樹町）
4 将来宇宙輸送システム（2022年）

（115名（業務委託・派遣含む）、代表取締役：
畑田康二郎、インキュベイトファン、アニマルスピリッツ、B 
Dash Ventures、日本旅行、Angel Bridge、電通
ベンチャーズSGPファンド、あおぞら企業投資、MOL 
PLUS 、JALエンジニアリング 等）

ASCA 1* 100kg級(低軌道) 2028年以降
北海道大樹町
洋上打上げ
（検討中）

• 再使用型ロケット。エンジンは荏原製作所やSUIHO SPACE 
INNOVATIONS等と連携して国内開発。

• 小型衛星の打上げサービス提供を経て、2030年代早期に有人
宇宙輸送を目指す

*ASCA 1：アスカ・ワン

ASCA 2 有人輸送 2030年代早期

ASCA 3
有人輸送

（搭乗者50
名）

2040年

5 PDエアロスペース（2007年）
（16名、代表取締役CEO：緒川修治、
ANA、HIS、名古屋ｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ等）

PDAS-X07 100kg (弾道飛行) 2028年
沖縄県

下地島空港

• 2023年に無人中型固定翼機の飛行実証を実施
• 2024年にジェット/ロケット切替エンジンの作動実証を達成

PDAS-X09 ～600kg (低軌道) 2032年
• 2030年代にスペースプレーン(単段式有翼宇宙往還機)による
無人および有人宇宙輸送を目指すPDAS-X08

PDAS-X10
有人輸送

(搭乗者8名) 2030年代

6 AstroX（2022年）
（43名 (業務委託・派遣含む)、代表取
締役CEO：小田翔武、ALPHA、ICJ、三
菱UFJキャピタル、ニッセイキャピタル等）

FOX2 10kg (弾道飛行) 2026年度 福島県
南相馬市や
洋上打上げ

• Rockoon方式によるハイブリッドロケット打上げを計画
• 2026年度にサブオービタル飛行、2029年度に人工衛星の軌道
投入を行い、2030年代前半に高頻度打上げ (年間50回) を
目指す

AstroX
Orbital

～100kg
(低軌道) 2029年度

①スペースワン ②インターステラテクノロジズ ④将来宇宙輸送システム③本田技術研究所

我が国における民間ロケットのラインナップ（2026年６月時点、 順不同）



衛星打上げにおける保有国と打上げ国の関係（海外への打上げ需要流出）
 米国は約80%、中国は約99%の自国衛星を自国ロケットで打上げ。当該割合は日本は約50％、欧州は約45%
 今後、自国衛星を国内で打ち上げるよう体制を整え、我が国全体の打上げ能力の強化に取り組むことが重要。

7

（５）宇宙へのアクセスの必要性の増大

米国, 2,111
米国, 2,556

欧州, 1,211
欧州, 666

中国, 1,094 中国, 1,133

ロシア, 359 ロシア, 563
インド, 81 

インド, 465
日本, 130

日本, 103
その他, 536

その他, 36

79.9%
（1686/2,111）

44.7%
(541/1,211)

99.3%
(1,086/1,094)

100.0%
(359/359)

84.0%
(68/81)

50.0%
(65/130)

自 国 衛 星 の
自国ロケットでの
打 上 げ 割 合

衛星打上げにおける国際的な流動性（2015年-2024年累計）

※JAXA情報及び報道発表資料に基
づき内閣府が作成。打上げ数の中に
打上げ失敗と軌道投入失敗は含まな
い。衛星の母数にはStarlinkを含ま
ない。

衛星保有国 打上げ国

日本

インド

ロシア

中国

欧州

米国



ロケット打上げスケジュール（宇宙基本計画工程表（令和7年12月）より抜粋）
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我が国の主な射場・宇宙港の現状

9

大分空港（大分県国東市）

出典：宇宙政策委員会 宇宙輸送小委員会 第7回資料, JAXAホームページ、国土地理院地図（電子国土Web）をもとに内閣府が作成

イプシロンＳ（基幹ロケット）
【開発中】

インターステラテクノロジズ(株)
ZERO【開発中】

Sierra Space社（米）
Dream Chaser
（宇宙往還機）
【開発中】

スペースワン(株) カイロス
【開発中】

AstroX(株)
ロックーン方式での衛星打上げロケット【開発中】

PDエアロスペース(株)の
無人有翼機の離着陸実験
【開発中】

E
P

S
iL

O
N

JAXA

将来宇宙輸送システム(株)
ASCA-１【開発中】

(株)本田技術研究所
再使用型ロケットの離着陸実験
【開発中】

北海道スペースポートなど
（北海道大樹町）

スペースポート紀伊
（和歌山県串本町）

福島県南相馬市及び周辺における
宇宙関連産業の誘致とロケットの

実証実験場の整備構想 （福島県南相馬市）

一般社団法人スペースポート高知
高知市沿岸でのスペースポート構想

（高知県高知市） 

下地島空港（沖縄県宮古島市）

（2025年2月設立）

JAXA種子島宇宙センター
（鹿児島県南種子町）

JAXA内之浦宇宙空間観測所
（鹿児島県肝付町）

©スペースワン

：ロケット射場等
：構想段階

ASCA-１

Ｈ３ （基幹ロケット）

jtSPACE(株)
サブオービタルロケット「VP01」
の打上げを実施

３－1 現状

 我が国には基幹ロケット・民間ロケットを打上げる射場、サブオービタル機の着陸等のための宇宙港のほか、実
験場・スペースポートの構想がある。

日本成長戦略会議 航空・宇宙WG（2026.1.22）資料より



【ロケット】※いずれも開発中
・ZERO（インターステラテクノロジズ）
・ASCA-1（将来宇宙輸送システム）
・再使用型ロケット(本田技術研究所）
・サブオービタルロケット「VP01」 (jtSPACE)

我が国の主な射場の現状・課題

10出典：宇宙政策委員会 宇宙輸送小委員会 第7回資料, JAXAホームページ、国土地理院地図（電子国土Web）をもとに内閣府が作成

スペースワン(株) カイロス
【開発中】

北海道スペースポートなど
（北海道大樹町）

スペースポート紀伊
（和歌山県串本町）

JAXA種子島宇宙センター
（鹿児島県南種子町）

JAXA内之浦宇宙空間観測所
（鹿児島県肝付町）

©スペースワン

ASCA-１

 我が国の宇宙産業の強化・自立性確保のためには、ロケットの高頻度打上げの実現が必須。
 高頻度打上げに向けては、複数のロケットを同時に整備・組立てするための関連設備・インフラ等※や複数の
射点の整備が必要。

【ロケット】
・イプシロン（小型）等

【主な設備】
・射点   ：２
・組立棟：２
・打上げ実績：最大年２回

【ロケット】
・H3（大型）

【主な設備】
・H3射点:１(H3用）
・組立棟 :１(改修予定)
・打上げ実績：最大年6回(H-IIA)

【ロケット】※開発中
・カイロス(スペースワン)

【主な設備】
・射点 ：１
・組立棟：１
・打上げ実績：最大年2回

一部の設備等を共有しており、
同時打上げ不可

※打上げ実績は人工衛星の軌道投入用ロケットのみ集計

E
P

S
iL

O
N

JAXA

(JAXA/IHIエアロスペース)

(JAXA/MHI)

組立棟
射点

©JAXA

組立棟(VAB)

H-ⅡA用
H3用

射点

©JAXA

©IST

※具体的には、ペイロード（衛星等）の整備、ロケット整備・組立て、燃料タンク、試験設備、運用・管制設備など。打上げの際に
は、航空・船舶、漁業・農業関係者、地域住民等との調整などが必要。

（LC1整備中）

（LP12）

©HOSPO

※試験施設(LP)等より、試験機、
観測ロケット等の打上げ実績あり

©JAXA

※新たな射点等
を整備中

※このほか福島県南相馬市や高知県に
おいてロケットの実証実験場やスペース
ポート構想がある。また、宇宙有翼機
向けスペースポート（大分空港、下地
島空港）がある。

３－２ 課題

【主な設備】
・射点   ：１(整備中)
・組立棟：１ (整備中)

射場施設からの打上げ実績を
有する主な射場

日本成長戦略会議 航空・宇宙WG（2026.1.22）資料より



宇宙輸送に係る政策動向
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⑧【サイバーセキュリティ】

④【金融】

日本成長戦略会議
成長戦略の検討体制

戦略分野分科会 1月～
（分科会長：副長官（衆）、分科会長代理：副長官補（内政）、

関係省庁局長級）

新設

・関係省庁（経産、防衛）
・有識者12名

◎金融大臣、副長官（衆）
・関係省庁（金融、総務、法務、財務、文科、厚労、経産）

・有識者10名

①【新技術立国・競争力強化】

◎サイバー安全保障大臣（出席）
・関係省庁（内閣府（サイバー）、警察、総務、文科、経産、防衛） ・有識者18名

②【人材育成】

③【スタートアップ】

⑤【労働市場改革】

⑥【家事等の負担軽減】

⑦【賃上げ環境整備】

・関係省庁（内閣府（科技）、文科）
・有識者13名

◎文科大臣
・関係省庁（内閣府（科技）、総務、厚労、経産）     ・有識者４名＋テーマごとに２名

１月～

1月～

◎スタートアップ大臣、内閣府副大臣、内閣府政務官（スタートアップ・金融）、経産副大臣
・関係省庁（内閣官房（GSC室）、内閣府（科技、規制）、金融、デジタル、総務、文科、厚労、
農水、経産、国交、環境、防衛）

１月～

１月～

◎厚労大臣
・関係省庁（内閣官房（成長戦略）、内閣府（規制）、経産省、国交省、文科省）

副長官補（内政）・関係省庁（内閣官房（成長戦略）、こ家、厚労、経産） 
  こども家庭審議会子ども・子育て支援分科会、労働政策審議会人材開発分科会、
  労働政策審議会雇用環境・均等分科会等でも議論

新設

新設

新設

新設

新設

１月～

11月～

２月～

スタートアップ政策推進分科会

中小企業政策審議会、労働政策審議会でも議論

賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するWG再編

◎経産大臣

１月～

経済財政諮問会議連携

17の戦略分野における官民連携での危機管理投資・成長投資の促進 分野横断的課題への対応

人材育成分科会

新戦略策定のための
資産運用立国推進分科会

労働市場改革分科会

家事等の負担軽減に資するサービスの
利用促進に関する関係府省連絡会議

政労使の意見交換

サイバーセキュリティ推進専門家会議

※対応者の記載がないものは原則局長級

⑰ 海洋
・関係省庁（NSS、内閣府（科技、宇宙）、外務、
文科、水産、経産、国交、海保、環境、防衛）
・有識者10名１月～

新設 海洋WG

産業構造審議会
経済産業政策新機軸部会等

◎日本成長戦略大臣

⑩ 防災・国土強靱化 ◎国土強靱化大臣（出席）
 防災大臣（出席）

2月～

国土強靱化推進会議
・関係省庁（内閣府（防災）、総務、厚労、エネ、国交）
・有識者19名

◎賃上げ環境整備大臣

◎：責任大臣

① AI・半導体
・関係省庁（NSS、警察、金融、デジタル、総務、
外務、文科、厚労、農水、国交、環境、防衛）
・有識者９名１月～

新設 AI・半導体WG
◎人工知能戦略大臣 ◎経産大臣

② 造船
新設 造船WG ・関係省庁（NSS、内閣府（科技）、入管、外務、

文科、経産、環境、装備）
・有識者７名１月～

◎国交大臣 ◎経済安全保障大臣

⑧ フードテック
・関係省庁（経産）
・有識者７名12月～

新設 フードテックWG
◎農水大臣

③ 量子
・関係省庁（総務（政務）、外務、文科
（政務）、経産（政務）、防衛）
・有識者７名1月～

新設 量子WG
◎科技政策大臣

④ 合成生物学・バイオ
・関係省庁（内閣府（科技、健康医療）、
文科、厚労、農水、国交）
・有識者12名１月～

合成生物学・バイオWG新設
◎経産大臣

⑤ 航空・宇宙
・関係省庁（内閣府（宇宙）、総務、文科、経産、
国交、防衛）
・有識者10名

新設
１月～
航空・宇宙WG

◎経済安全保障大臣

⑥ デジタル・サイバーセキュリティ
・関係省庁（総務、文科、厚労）
・有識者11名１月～

新設 デジタル・サイバーセキュリティWG
◎経産大臣
◎デジタル大臣

⑦ コンテンツ
・関係省庁（公取（審議官級）、
、総務、外務、文科、経産）
・有識者15名１月～

新設 コンテンツ産業官民協議会

◎CJ戦略大臣

⑨ 資源・エネルギー安全保障・GX
・関係省庁（外務、財務、経産、環境）
・有識者７名１月～

GX実現に向けた専門家WG ◎経産大臣（出席）

⑪ 創薬・先端医療
・関係省庁（文科、厚労、経産
（いずれも政務））
・有識者10名１月～

新設 創薬・先端医療WG
◎科技政策大臣 ◎デジタル大臣

⑫ フュージョンエネルギー
・関係省庁（文科、経産、
規制（部長級））
・有識者７名１月～

フュージョンエネルギーWG新設
◎科技政策大臣

⑬ マテリアル（重要鉱物・部素材）

・関係省庁（内閣府（科技）、外務、文科、環境）
・有識者15名２月～

産業構造審議会 製造産業分科会 ◎経産大臣（出席）

⑭ 港湾ロジスティクス
・関係省庁（サイバー統括室、財務、
経産）
・有識者９名１月～

新設 港湾ロジスティクスWG
◎国交大臣

⑮ 防衛産業
・関係省庁（ NSS（審議官級））
・有識者18名１月～

防衛産業WG新設

◎経産大臣 ◎防衛大臣

⑯ 情報通信

１月～
情報通信成長戦略官民協議会新設

◎総務大臣

◎海洋政策大臣

（副長官（参）ヘッド・内閣官房副長官補（内政）、内閣官房（補室（審議官級）、成長戦略、地域未来）、警察、金融、総務、
財務、国税、文科、厚労、農水、経産、中企、国交、環境）

・有識者10名

・有識者11名

※時期は目途。今後、変更の可能性あり。

第2回日本成長戦略会議
（令和7年12月24日）資料1-1
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青木節子 千葉工業大学審議役・特別教授

松尾亜紀子 慶應義塾大学理工学部教授

山崎直子 Space Port Japan代表理事

中須賀真一 東京大学大学院工学系研究科
航空宇宙工学専攻教授

石田真康 SPACETIDE代表理事兼CEO

白坂成功 慶應義塾大学大学院
システムデザイン・マネジメント研究科教授

遠藤典子 早稲田大学研究院教授

鈴木真二 東京大学名誉教授／特任教授

土屋武司 東京大学大学院工学系研究科
航空宇宙工学専攻教授

山岡建夫 日本航空宇宙工業会常務理事

構成員

関係行政機関
府宇宙、文科省、経産省、総務省、国交省、防衛省

WG長 内閣府特命担当大臣（経済安全保障）

委員 今後の予定
⑤航空・宇宙：航空・宇宙WG新設

①

②

③

④

⑤

以下の既存委員会・部会のメンバーで構成。
①宇宙政策委員会（府宇宙）、②宇宙開発利用部会（文科省）
③宇宙産業小委（経産省）、④航空機産業小委（経産省）⑤航空科学技術委員会（文科省）
※一部委員は複数委員会を兼職

13

2026年
〇１月22日
第１回：論点整理①、企業ヒアリング
〇２～３月
第２回：論点整理②、議論
〇４月
第３回：官民投資ロードマップ（案）の提示

【検討テーマ案（例示）】
（航空）
• 完成機事業を目指した実証プロジェクトの組成
• 国産無人航空機の市場創出・拡大に向けた
研究開発・制度整備

• 空飛ぶクルマの初期市場形成に向けたビジネス
モデル検証及び制度整備等の包括的検討

（宇宙）
• 宇宙分野の民間資金活用促進フレーム
• 官民ロケット打ち上げ回数目標※達成に向けた
射場等確保策 ※2030年代前半までに30回/年

第2回日本成長戦略会議（令和7年
12月24日）資料1-2から抜粋



14出展：第８回経済財政諮問会議資料（2026年6月24日）より

日本成長戦略会議における官民投資ロードマップ（現状・目標）
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日本成長戦略会議における官民投資ロードマップ（官民投資具体像等）

出展：第８回経済財政諮問会議資料（2026年6月24日）より



16

日本成長戦略会議における官民投資ロードマップ（政策パッケージ）

出展：第８回経済財政諮問会議資料（2026年6月24日）より
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日本成長戦略会議における官民投資ロードマップ（方向性）

出展：第８回経済財政諮問会議資料（2026年6月24日）より
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宇宙開発戦略本部・重点事項（宇宙輸送部分）（2026年6月12日）

宇宙基本計画工程表改定に向けた重点事項（宇宙開発戦略本部2026年6月12日）
（https://www8.cao.go.jp/space/decision/dai34/honbun.pdf）

https://www8.cao.go.jp/space/decision/dai34/honbun.pdf
https://www8.cao.go.jp/space/decision/dai34/honbun.pdf


宇宙開発戦略推進事務局
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